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要 　約

　本論文 は
， 放送用番組の 二 次利用，特に イ ン ターネ ッ ト配信の 著作権許諾問題 を論 じる 。 多

くの 場合，放送番組の 権利者 は放送事業者だ が ，番組で 使われ た 脚本や音楽，実演等 は，それ

ぞれ著作権者が権利を持 ちつ づ け る 。 放送事業者が放送用 に番組 を製作す る場合 は， これらク

ラシ カ ル ・オ
ー

サ
ー

の 権利の制 限 とい う優遇措置 と，著作権等管理事業者 との年問包括契約に

よ り，逐
一

許諾 は 必要ない 。番組 を放送以外で 二 次 利用 す る場合，改め て 各権利者の 許諾が必

要 となるが ， 製作時に交渉を行 っ て お らず，使用料規定 もな く，著作物特定，権利者捜索，個

別 交渉が 必要 に な る。 こ れが，番組の 二 次利用を妨げる原因で ある 。 放送事業者優遇 の 法 理 を

考察す る と，業務実態反映論 は
， 番組制作会 社等 ， 放送事業者以外 も番組制作が 可能で ある こ

とか ら，成 立 しない
。 公 共的役割論 も，ユ ニ バ ーサ ル サ ービ ス の 費用 を権利処理 費用 の 低減で

賄 うとい う，論埋 が成立 しえない 。新 し い 法理は，多様なメ デ ィ ア で放送用著作物を利用 しや

す くす る こ と，すなわ ち著作物 の ユ ビ キ タ ス 化が適 切で あ る。そ の た め に ，裁定制度 の 努力義

務を ， 著作権等管理事業者の データベ ー
ス の 検索の み に し，補償金 も著作権等管理事業者に 委

託 して い る権利者の受取額 と同額 とす る 。 こ れ に よ り，集中管理 へ の イ ン セ ン テ ィ ブが 働 くと

同時に
， 利用者は，ア ウ トサイ ダーの 権利 も集中管理委託の 権利 と同等 に扱うこ とが で き る。

2007年 1月 15日受付　2007 年 4月23 日受理

5

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japan Association for Social Informatics

NII-Electronic Library Service

The  JapanAssociation  forSocial  Informatics

Abstract

  This paper  diseusses problems  related  to the  copyright  auth'orization  system  of

secondary  usage  of  broadcast programs. In many  cases,  copyright  holder of a broadcast

program is broadcaster, but each  author  still hold on  copyright  of  scripts,  music,  and

performances used  in the program, When  broadcasters produce prograrns for broadcast,

the  restriction  of  classical  authors'  rights  as  special  treatment  by copyright  Iaw and

umbrel]a  agreements  with  copyright  management  business operators  make  broadcasters

use  copyright  works  in programs without  authorizations.  Thus  broadcast programs  are

used  secondary  outside  broadcasting, each  authors'  authorization  is needed  anew,  But

identification of  copyright  works  and  search  for authors  and  negotiations  are  needed

because lack of  contacting  author  in producing programs and  no  royalty  rules.  This is the

cause  of  hindering secondary  usage  of  broadcast programs. The  legal rationales which

deliver the special  treatment for broadcasters are  the reflection of business realities  and

the univcrsal  service.  The  reflection  of  business realities  does not  hold  true because  non-

broadcaster, for example  program  production  companies,  can  produce  programs  for

broadeasting. 
'1-he

 unjversal  service  theory  also  does  not  work  because  it is strange

rationale  to cover  cost  of  universal  senrice  by lowering copyright  authorization  fee. New

Iegal rationale  should  be the easily  accessibility  of  broadcast programs  in many  media

and  achieve  the ubiquitousness  of  contents.  For this purpose, imposed  requirements  to

search  authors  for applying  for compulsory  license should  be to search  copyright

management  business operatorrs  database only.  And  the compensation  is equal  to the

amount  which  is received  by authors  who  consign  to eopyright  management  business

operators.  In this scheme,  the  ineentive works  for authors  to consign  to collective

copyright  management  and  user  can  treat collective  copyright  management  outsiders  the

same  as  insiders.
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1，は じめ に

　放送番組の イ ン ターネ ッ ト配信 に よ る利用 は ，

ブロ ードバ ン ドの キ ラ
ーコ ン テ ン ツ で あ る と言わ

れ，事業化に向けて さ まざまな試みが行われて き

た が 、現時点 の 日本に お い て は
， 成功 を して い る

とは 言い が た い 。事業化の試 み の 経験か ら得 られ

た問題点 の ひ とっ が ，番組 の なか で 使われ て い る

さまざまな著作物の 利用許諾を得 る こ とが困難で

あるた め に，配信で きる コ ン テ ン ツ が 限られ て し

ま うとい うこ とで あ っ た 。

　 こ の 問題 を解決 す べ く ， 政 府や 関係団体 は ，

2005 年ご ろよ り，5節で 後述す るよ うな、番組の

ス トリ
ーミ ン グ配信 の 使用料 ル

ー
ル の 策定や 、 著

作隣接権 の集中管理 を発表 して い る。しか し，こ

れ らの ル ール だ けで は ，放送番組 の 配信が ビジネ

ス として機能す るには不十分 で あ る と筆者は考 え

る。本論文は，放送番組の 配信 を早急に ビジネス

として成立 させ るため に 必 要な制度に つ い て 考察

す る 。 考察は 、 法 と経済学の 立場か ら行い 、対象

とする制度に は、法の みな らず、運営 ltの ガ イ ド

ライ ン や慣習 とい っ た ソ フ トロ ーの 部分 も含む も

の とす る。こ の た め 、解釈論、立法論に 1分 し て

考察を行 う伝統的な法学の議論 とはやや 異な るも

の となる 。

　本論文の 構成 は 以下の とお りで ある。2章 で ，

放送用番組 と権利 処理 の 問題点 を整理 す る 。 3章

で は ，
2章で 問題 として 明 らか に した，著作権法

に放送 事業者 の優遇措置が 設定 さ れ て い る理 由を

批判的 に検証 す る 。
4章に お い て は，著作権法 の

放送の 取 り扱 い に つ い て の ，新 しい 法理 を検討す

る。5章で は
， 新 しい 法琿 を実現す る制度を具体

的に提案す る。

2，問題 の所在と整理

　本章で は
， 放送 番組がイ ン ターネ ッ トに 配信

されに くい 理 由を，著作権法 に関連 して 整理す る。

　放送用番組 は ， 日本の 著作権法 ヒ， 映画 の 著

学 術 論文
一

放 送 番 組二 次 利用 の 著 作 権 許諾 制 度に 関 す る研 究

作物 と位置づ けられ る （著作権法第 2条第 3項）。

映画の 著作権iは、法人 へ の 帰属 と、製作者
11
へ の

帰属の 二 通 りを考 える こ とが で きる。法人著作 は、

第 15条 1項 に某つ く。 すな わち 、
ニ ュ

ー
ス番組や

ス ポーツ 中継等 は、  使用者の 発意、  従業員が

作成 、   職務上 の 作成 、   法 人 の 名義 、   従業員

の 著作物 とす る定 め が な い 、 とい う法人著作の 要

件 に 当て は ま り （加戸、2006 ： 144−151）， 放送

事業者 もしくは制作会社に著作権が帰属する。 ド

ラ マ な ど，法人著作以 外の 放送用著作物は，29

条 に基づ き，映 画製作者 に著作権が 帰属する と さ

れ ，多 くの 場合，製作者の役割を果たす放送事業

者 もし くは制作会社に 著作権が帰属す る。放送局

と番組制作会社の どち らが著作者で あ るか ど うか

に関する条件に つ い て は 議論が あるが，多 くの放

送番組の 著作者が 放送局もし くは制作会社で あ る

と言え る だ ろ う。また
， 放送事業者及び有線放送

事業者は
， 著作隣接権者で もあ り，複製権，再放

送権及 び有線放送 権，送信可能化権，放送 の 伝達

権 を専有する （第98〜100条の 五 ）

　 しか しなが ら， 映画 の 著作物 は ， 放送局 も し

くは制作会社 の 許諾 だ けで は 利用 で き ない 。第

16条 に よ り、 原作を書 い た 作家や 脚本家 ， 映画

内の 音楽の作詞 家 ・作曲家とい っ た ク ラ シ カ ル ・

オ
ー

サ
ー

と呼ばれ る著作者 も，それぞれ著作権 を

保留 して い る 。 また ， 実演家 レ コ
ード製作者 も，

映画内で 使われ た実演や 商業用 レ コ ー ドに関 して

著作隣接権を保留する、こ の た め
， 映画 を使用 す

るた めに は クラ シ カ ル ・オ
ー

サ ー及び著作隣接権

者 の許諾が必要 となる。

　 しか し ， 番組を放送 で 利用 す る場合 は
， イ ン

タ
ー

ネ ッ ト配信等の他の 利用方法 と くらべ て ，著

作権法上 の優遇措置や，契約 の 仕組み に より， ク

ラ シ カ ル ・オ
ー

サ
ー

や著作隣接権者か ら許諾を得

なくともよい支分権がある。

　 著作権一ヒの 優遇 とは，以下の よ うな も の で あ

る 。 第
一

に ，公衆送信権の許諾が得 られて い る場

合 ， 放送事業者 と有線放送事業者 は
，
6 ヶ 月間 の

一時的固定を行 っ て も録音 ・録画権 を侵害 とな ら
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な い （第44条）。 こ の 規定 は，著作隣接権に も準

用 され る （第 102条）。さらに ，一時的固定 とは

別に ， 実演家の 録音 ・録画に関す る著作隣接権は ，

期間を定め ず制限され る （第93条）

　 第 1に，商業用 レ コ
ー

ドを放送 事業者 と有線

放送事業者が 放送で 使用する こ と　（商業用 レ コ ー

ドの 二 次使用 ）に 関 して ， レ コ ード製作者，実演

家 の 権利は 送信可能化権で は な く，報酬請求権 と

な っ て お り，許諾が不要で あ る。また，二 次使用

料は 文化庁長官の 指定団体に よっ て受 け取 る こ と

が 示 され て い る （第95条，第97条）。こ の指定団

体に よる集中管理 に よ り， 放送事業者の 支払い の

手 間を減 じて い る 。

　 第三 に ，放送 を受信 して 有線放送で 再送信 を

行 う場合 ， 著作隣接権は制限され る 。 実演家の 放

送権お よび有線放送権は
， 放送 を受信 して有線放

送で 再送信 を行 う場合に は及 ばない （第92条第2

項第 1号）。

　 第四 に，再放送やネ ッ トワ ーク で の 利用 な ど，

許諾 した 放送 に関連 した使用 の 場合 ， 実演家 の 放

送権及び有線放送権が 制限され （第 94条），放送

事業者 は
， 許諾を要求さ れ ない 。

　 第五 に
， 放送事業者 は ， 特別 の 裁定制度が 認

め られ て お り， 「著作権者 に対 し放送の 許諾に つ

き協議 を求めたが その協議が成立せ ず ， 又は そ の

協議をす る こ とが で きな い とき」 の 裁定が認め ら

れて い る （第 68条）。

　 また ， 放送 に関 して は ， 著作権上 の 優遇 以 外

に も，放送事業者 と著作権等管理 事業者 の年間包

括契約 （ブラ ン ケ ッ ト契約） の 合意が 成立 して お

り，許諾が不要 に な っ て い る部分 が あ る 。

　 第
一

に
， 音楽の 著作権 で ある。NHK

， 地上波

放送事業者，衛星放送事業者，放送大学，有線放

送 事業者 は ，JASRAC とe−License など の 音楽著

作権 の管理事業者 と ， 年間包括契約を結ぶ こ とが

可 能 で あ り （JASRAC ，
2005 ） （e −License ，

2006b ）， こ の 契約を 結ん で い る事業者 は
， 放送

に おけ る音楽の 利用に 関して ， 逐一許諾 を とる必

要が な い 。

　 第二 に，上 記段 落第二 点 で 指摘 した レ コ
ー

ド

製作者の 報酬請 求権の 支払い に つ い て， NHK ，

日本民間放送連盟 ， 有線放送 事業者 と， 社団法人

H本 レ コ ー ド協会 の間に 年間包括契約が成立 して

い る 。
レ コ

ー
ドの 実演家に関 して は，社団法人 日

本芸能実演家団体協議会 （芸団協）の
一部門で あ

る実演家著作隣接権セ ン ター （CPRA ）と年間包

括契約が成立 して い て ，レ コ ー ドの 二 次使用 に関

して 逐 一
滸 諾を得る必要がな い 。

　 第 三 に ，地 上放送 を有線放送で 同時再 送信す

る場合，原作者，脚本家，作詞家，作曲家の 著作

権 に関 して ，有線放送事業者 と，JASRAC ，日本

脚本家連盟 ， 口本 シ ナ リオ作家協会 ， 日本文藝家

協会，日本芸能実演家団体協議会 との 5団体の 間

で ， 包括契約が成立 して お り，
こ れ も ， 逐

一一
許諾

を得る 必要が な い 。

　 しか し、放送番組 をイ ン ターネ ッ トで 配信す

る場 合は，著作権法で は 自動公衆送信 とみ なされ，

放送の 優遇措置を受 けられ な い 。こ の た め，使用

され た 著作物の 個別 の 権利処理 が必要 となる。放

送番組は，優遇措置 に よ り製作時に権利処理 を行

う部分が 少な い こ とか ら， 使用 さ れ た 著作物 に関

す る記録がな い 場合 も多 く （
一説 に は 80％ が楽曲

の リス トがな い とい う），番組 を見直 して 音楽な

どの 著作物 を特定する こ とか らは じめ ， クラシ カ

ル ・オ
ー

サ
ー

で あ る著作権者 ・著作隣接権者を発

見し，交渉 を行 う必要が ある。特 に，外国の 楽曲

を使用 して い る場 合に は ， 放送以外 の使用 で は ，

映画録音権 （シ ン ク ロ 権）が ある た め ，個別に 外

国 の 著 作 者 と 交渉 を 行 う必 要が あ る （板 垣 ，

2〔ユ02）。

　 こ の ように
， 放送で の 著作物の 使用に 権利処

理 の 優遇措置が あ るが 故に，放送番組を配信す る

た め に は，許諾を得 るた め に 多人 な費用が かか る

こ とが多 い
。

こ れ が ， 放送番組を イ ン タ
ー

ネ ッ ト

で 配信 す る際 の ，著 作権 に 関連 した 最大 の 問題 と

な っ て い る。

　 なお，2006 年 12月の 著作権法改 ［Eで は 、 地域

を限定 した 自動公衆送信の 再送信 に も、実演家及
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一
放送番組二 次利用 の 著作権許諾制度に 関す る 研究

び レ コ
ー

ド製 作者の権利を制限 して 許諾 を不要 と

し、補償金の 支払い を義務付ける、有線テ レ ビジ

ョ ン 放 送 と同等の優遇措置が設け られ た 。
こ れ は 、

地上波デジ タ ル の ユ ニ バ ー
サ ル サ

ービス をIPマ ル

チキ ャ ス ト放送
Z〕を使 っ た再送信 で 実現 するた め

の み に行われ た極め て 限定的な改正 で あ り、上記

で 指摘 した問題の 根本的な解決 に寄与 す る もの で

は ない と言える。

3 ，放送優遇の法理の 考察

　 こ の 節 で は
， 著作権法が 放送 を優遇 して い る

理 由に っ い て ，考察を行う。

　 著作権法が ， 放送 事業者 の 業務 を優遇 して い

る法理 として は，以下の 2 つ が あげられ る 。

　 第
一・

に
， 放送業務 の 実態 を反映 した と い うも

の で あ る 。 加戸（2006 ＞は ，
44 条 の 放送事業者等

に よ る
一・
時的固定 に っ い て ，「我が国に お ける放

送界や有線放送界 の 実態に鑑 み〜中略〜放送又 は

有線放送の許諾 と は別に その た め の 録音 ・録画に

関 し著作権者 の許諾 を得 るべ きもの とす る こ とは

適切で な い の で ， 放送事業者乂 は有線放送事業者

に よ る こ の よ うな
一

時的固定を認め る 」 と説明 し

て い る。

　 第二 は，放送は公 共的役割 を果た して い るか

ら，著作権法 Eで の 優遇措置 を与 える とい うもの

で あ る。 こ こ で 言 う公 共的役割 とは，放送 および

有線 テ レ ビジ ョ ン 事業者に課せ られた，放送され

る内容 に関す る規制お よび義務 と， 努力 目標 と し

て の ユ ニ バ ー
サ ル サ

ービ ス
、 で あ る 。 前者の 放送

さ れ る内容に 関す る規制お よび義務 とは ，放送 法

の
「第一章の 二 放送番組の編集等 に関す る通則 」

で 示 され，公 安 ・善良 な風俗を害さな い ，政 治的

に 公平 ， 事実 に基づ い た報道 ， 多 くの 角度か らの

論点提示 ， 教養番組 ・教育番組 ・報道 番組 ・娯楽

番組の 調和 ， 視覚障害者 に対するナ レーシ ョ ン や

字幕の 設置 な ど で ある 。 後者の 努力 目標 と して の

ユ ニ バ ーサ ル サ ービ ス とは，　 般 に 「あ まね く放

送 」 な どと呼ばれ，放送法第二 条 の 二 第 6項，放

送事業者は
「
そ の行 う放送 に係 る放送対象地域 に

お い て ，当該放送が あまね く受信で き るよ うに努

め るも の とす る。」 に 示 され て い る。有線テ レ ビ

ジ ョ ン 放送事業者は ，内容規制 の
一

部 と， あ まね

く放送 は課せ られ て い な い が ， 電波 の 届 き に くい

難視聴地域 に お い て ，地 E波放送の再送信の 義務

を負 い （有線 テ レ ビ ジ ョ ン 放送法第十三 条第 1

項），間接的に公共的役割の
一
端を担 っ て い る。

　 放送の 公 共的役割 ゆ えに
， 著作権法上の 優遇

措置が ある とい う論は，著作権分科会法制問題小

委員会 の報告書に
，

「有線放送事業者は ，有線 テ

レ ビジ ョ ン放送法 を背景 とした公 共性等に よ り，

著作権法 にお い て ， 利用者側 に とっ て
一定の有利

な取扱 い が なされて い る 。 」 （文化審議会著作権分

科会法制問題小 委員会 ，
2006 ）等の 記述が ある と

お り，立法者に は明確に意識され て い る 。 法学者

で は
， 田 村 （2001 ）が ，商業用 レ コ ードの 放送

等に対す る二 次使用料請求権 に つ い て
「禁 ［ltdeを

認めず ， 報酬請求権 に止め た の も，放送，有線放

送が公 共へ の 文化の 伝達 に貢献す る もの で あ る こ

とに鑑 み，レ コ ー ドの 利用の 便宜 を優先 した た め

で あ る a 」 と記述 して い る。こ れ も，放送が 内容

規制も含ん だ ユ ニ バ ーサ ル サ
ービ ス で あるた め，

ク ラシ カ ル ・オーサ ーの 著作隣接権 を制限 して い

るとい う解釈で ある ，
と理解で きよう。

　 しか しなが ら，上 記 2 っ の 法 理 を元 に，放送

事業者に著作権法で優遇を与 える の は，適切 とは

思 われ な い
。

　 第 一一の
， 実態論に 関 して 言え ば，著作物の 利

用 者 の 事業上 の 都合で ， 権利 の制限が 行われ る と

い う論理 に は，強 い 違和感が ある。放送事業者 に

だけ，
こ の ような論理が許 され て い る の で あるか

ら，放送事業者 の行 う番組制作は，権利制限を行

わなければな らない ほ どに 特別に 困難な も の で あ

るはずで あ るが ， そ の よ うな 事実は見 られ ない 。

現状の 民放 キー局の 番組制作の 平均割合 を見 る

と
，
24．9％ が 著作権法上 の優遇措置の な い 番組制

作会社等 に よる制作で ある （総務省 ，
2006 ）。つ

ま り，優遇措置がな く，通常の 許諾 を得 る作業が
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必要にな っ た として も，十分なクオ リテ ィ の 番組

が制作で き る こ とは明 らか で あ る 。 また，番組 内

で 利用する著作物の 把握 も可能 に なっ て い る。イ

ン タ
ー

ネ ッ ト配信で
．．
番 の 障害 とな る音楽に 関 し

て も、す で に 、NHK は 番組 内で 使用す る楽曲 を

全 曲 、著 作 権 管 理 団体 に 報 告 し て お り （e −

License，2006a）、民放 に対 して も、全曲報告 を

行 うよう、著作権管理団体 より働 きか けが行われ

て い る （長谷川博＝日経 ニ ュ
ーメ ディ ァ，2006 ）。

　 第二 の
， 放送 に は公 共的役割が あ るか ら著作

権法 上 の優遇措置 を与え る とい う論 も納得 しが た

い 。

　 放 送 事 業 者 の 公 共 的 役 割 の 論 拠 を，塩 野

（1989 ）は 以下 の よ うに整理 して い る 。 す なわ ち 、

（1 ）放送 は国民財産の 電波を独 占的に使用す る

（2 ）電波の 有限性 に よ り寡 占化す る、（3）視聴

覚 に訴え （4 ）娯楽性が 強 く、（5 ）居 室 受信 で

あ る こ とよ る強 い 影響力が あ る （
一
お 茶の 間理

論」），（6 ）放送 に お ける競争原理 は画 一性、質

の 悪化 を もた らす 。
こ れ を前提 とす る な らば，放

送の 公 共的役割は
， 放送 とい う事業の 性質に 伴 う，

言い 換 えれば放送免許の 取得 に伴 う，放送事業者

の 責務で あ るとい え，改め て 著作権法に よる優遇

措置を受 けるべ きもの で は ない 。

　 あまね く放送，す なわ ち弱 い ユ ニ バ ーサ ル サ

ービ ス 義務 に つ い て は どうか 。現状 を鑑み れ ば
，

地上波放送が ， 基幹放送 の 役割 3b
を果た して い る

こ とは 明 らか で あ り，少な くとも今後数年の 間に

限定すれ ば
，

地上 波放送事業者が ユ ニ バ ー
サ ル サ

ービ ス を求め られ ，有線放送事業者が地上 波の 再

送信 を求 め られ る こ とは，適切で ある と考え られ

る。 しか しなが ら ，
ユ ニ バ ー

サ ル サ
ービ ス 義務の

対価 が ， 著作権の許諾 に お ける優遇で ある とい う

の は，疑問が の こ る。確か に許諾 を とる必要が な

い こ と に よ り取引費用 を減 じて ，番組制作費が低

減で きよ うが ，ユ ニ バ ーサ ル サ ービ ス の 対価 と し

て は極め て 不 卜分な額で あろ う。そ もそ も，ユ ニ

バ ー
サ ル サ

ービ ス の対価 と して ，著作権の 許諾を

優遇す る とい う論理が成立 しな い
。

こ の論が認 め

られ る とすれ ば，放 送 の ユ ニ バ
ー

サル サービ ス の

費用 を，権利制限に よ り収益の機会を減 じられて

い る著作権者が負担 して い る こ とに な る。両者 は

全 く別の 体系で あ っ て ， それ ぞれ に ， 最適 な解決

策 を確立 す べ き問題で ある こ と は 明 らか で あろ

う。

4 ，新し い法理 ．ユ ビキタス化

　 前章で ，著作権法上の 放送事業者 の優遇 に 関

す る法理 を考察 した が，い ずれ も，論拠に 乏 しい

と考 え られ る もの で あ っ た。明らか に
， 放送 に関

連 した著作権許諾の あ り方 に関 して は，新 し く指

針 とな る 理念が必要で ある、

　 筆者は
， さ まざま なメ ディ ァ で 放送用 の 著作

物を利 用 しや す くす る こ と，つ ま り， 放送用著作

物の ユ ビ キ タス 化を実現する こ とが ，著作権法 の

放送 に関す る法理 として適 切 で あ る，と考 える。

　 特 に新 し く、「ユ ビ キタ ス 」 と い う語を用 い る

の は、以下の よ うな背景か らで あ る 。 知 的財産大

綱を は じめ と して 政府 の 文書に は 「 コ ン テ ン ツ

（著作物）の 円滑 な流通 の促進 」 とい う言葉が 散

見され るが 、 こ れ ま で 法理 とい うレ ベ ル で は 意識

され て こ なか っ た。こ れ は、 「円滑 な流通の 促進 」

の 内容が、現状の 流通 を前提 に した 具体的な、あ

る意味、現状 の 問題 に対す る受動的 な施策の 提示

に限 られ て い て 、目的や価値 とい っ た高い レ ベ ル

で の 認識 ・記述が なか っ た こ とと無縁で は な い
。

「円滑な流通の 促進 」 を、権利者の み ならず利用

者お よび消費者 も含 め た 社会全体の便益を考慮に

入 れた 高い レ ベ ル の 目標か ら見直し、新た に 認識

しなおす べ きで あ り、 こ の た め に、新 し く 「
ユ ビ

キタス 」 の語 を用 い るv

　 ユ ビ キ タ ス の 法 理 の 第
一

の 目的は 、放送番組

を、今後 も次々 に登場す るで あ ろう新 しい メデ ィ

ア も含 め て 、 あ らゆ るメデ ィ ア 、空間、時間で 積

極的 に流通 さ せ 、消費者 も含 め た社会全体 の 便益

を上げる こ とで ある 。 優れ た コ ン テ ン ッ に低 い 取

引費用 で 接する こ とが可能な環境 は 、「文化 の 発
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展に寄与す る」 とい う著作権法の 日的に合致する

もの で ある。また、ユ ビキタス 化 は収益 の 機会 を

拡大 し，著作権者 ・著作隣接権者の 収入 を増加 さ

せ る可能性が ある。 「一次流通市場が 縮小す る中，

マ ル チ コー一ス 市場 は 2003 年まで の 3年間， 年平

均2000 億 円ずつ 拡大 して い る 」 （総務省情報通

信政 策研究所 ，2005 ） とい う。 放送番組も ， 著

作権の 処理 が 容易 に な り，
マ ル チ ユ ース の機会を

得 られれ ば，よ り多 くの 収益が見込め，制作費の

増大 に伴 う著作物 の質の 向上 も期待で き る。携帯

電話や携帯ゲーム機の進化 と普及に見 られ るよ う

に ，ユ ビキタス環境を追求する こ と に よるビジネ

ス チ ャ ン ス は，今後，非常に大きな可能が ある と

言える、さ らに 、ユ ビキタス とい う概念の なか に

は ， 海外で の展開も含 まれ る 。 地域の メディ ア特

性 に合わせ て 柔軟に 対応で きる ように、メ ディ ア

に 縛られ な い 権利処理 の ス キ
ーム を形成 し 、 日本

の コ ン テ ン ツ の 視聴の 機会を増やす こ とは，現在

の 政府 の コ ン テ ン ッ政策 に も
．
激 す る もの で あ

る。

　 第二 に 、 コ ン テ ン ッ を特定の メ デ ィ ア 、流通

で 縛 らず 、 時代や 技術 の 変化 に応 じて 、 著作権

者 ・著作隣接権者の みならず、流通事業者な どの

著作物の 利用者 も積極的に コ ン テ ン ツ の 新 しい 利

用法、流通を試行錯誤 して 事業化 す る こ とが で き

るよ うな環境の実現を 目的 とする。試行錯誤が 多

ければ、成功す るビジネス ス キ
ーム の発 見も早 く

な り、今後の，さ らに速 度をあ げるで あろ う技術

革新 と、多様化す るメ ディ ア環境 へ の 迅速か つ 柔

軟な対応が可能 にな る 。 利用者に よる試行錯誤の

成功例 として は 、通信 カ ラオケ と携帯電話の 着信

メ ロ ディ が あげられ る （樺島，
2004 ＞。

　 第 三 は、で き る だ け簡便な制度 に よ り、
コ ン

テ ン ツ の 流通 の 自由を 可能す る こ とで ある 。「円

滑 な流通 」 で言及 され るような、既存の 流通 を前

提 に した カ ス タ マ イズ 的な も の で はな く、で きる

だけ簡便で 、 汎用性が ある制度を構築する こ とが 、

前出の 二 つ の 目的 を達 成 す るた め も不 可欠 で あ

る。

学術論文
一
放送番組二 次 利用の 著作権許諾制 度 に 関す る研 究

5．ユ ビキ タス化を推進する仕組み

　第2章で 整理 した 問題 を経済学的な観点か ら説

明す る と，
ユ ビキタス 化を妨げて い る要因は，著

作権者お よび著作隣接権者 を特定 し， 捜索 し， 交

渉 し， 許諾 を得 るた め の，取引費用が多大で あり、

か つ
、 そ の 費用が予想で きず ， 利用者が そ の ほ と

ん どを負担 す る 必 要が あ る こ と に あ る と言 えよ

う。

　 したが っ て ，ユ ビ キタ ス 化を実現 す る制度 は，

取引費用を低減 し，利用者が無限に 取引費用 を負

担する可能性が あ る現状を改め，利用者の 取引費

用 負担を
一定の 範囲 内に限定す る もの で ある必要

が あ る。

　 単純 に考 えれ ば ， 放送以外 の 利用許諾 を困難

に して 番糺の ユ ビ キ タ ス 化 を妨げる ， 著作権法 の

放送に 関連 した優遇措置 を廃 IEする こ とが考え ら

れ る。こ れ によ り，映画 と同 じ く，実演家 の ワ ン

チ ャ ン ス 主義が適応 され ， 製作者 に権利が集中さ

れや す くな る．そ の 他 の 権 利 に つ い て も，番組制

作時 に，二 次利用 も含めた許諾を得るか，最低で

も， 使用 した著作物 の リス トの作成保存 を促進す

る こ とが期待で き よ う。 しか し， 以下 の 理 由か ら ，

実際 に は廃止 は 困難で ある と考え られ る。

　 第一に
， 日本 の 著作権法 の 過去 の 改変 を振 り

返 る と，発生 した問題に対 して 最小 限の 対処 を行

うと い う考 え方で 改変が 行われ て きて お り，産業

政策 の考 えに基 づ く改変は行 っ た実績が な い こ と

が あげられる。現在 の ，著作権法の 形成に関与す

る， 文化庁や法学者 ， 業界団体等 の 議論 を見て も，

問題 に 対す る が対処が中心 で あ り，今後 も， 狙 い

を持 っ た戦略的な改変を期待す る こ とは，残念な

が ら困難で あろ う。

　 第 t に ，放送業界の 反対が予想 され る。著作

権法に関する議論で は，業界団体が強い 発言力 を

持 っ て きた 。 放送業界 もそ の 例外で はな く， 現在

の優遇措置の廃止に は
， 強 く反対するだ ろ う。

　 第二 に，条約の 存在が あ る 。

一時的固定 を行

っ て も録音 ・録画権 を侵害とな らな い 著作権法第
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44 条 は
，

ベ ル ヌ条約第十一条の 二 〔放 送 権等〕

（3）に対応 し て い る。 同 じ く放送に 関わ る著作隣

接権の 制限は
，

「実演家 ，
レ コ

ー
ド製作者及 び放

送機関の保護 に関する国際条約」 第
一
卜五条 に対応

して い る。日本 も各種 の 著作権に 関連 した条約に

加盟 して い る 以 ヒ，こ れ らの 条約の 趣旨を尊重す

る必要が ある。

　 また ，上 記の 著作権法 の 改正 の 困難 さ に加 え

て，許諾を得 るた め に は権利者 と利用 者の個別 の

交渉に な り，対価 も
一
律 に 決 まらない こ とか ら，

取引費用の低減 ， 利用者側 の取引費用 負担の 限定

とい う観点 か らもさほ ど効果が 望め るもの で は な

い 。著作権法の 放送優遇措 置は廃止 され るべ きだ

が
， 実現性お よびそ の効果 の面か ら見て得 られる

効果は 少な い と考えられ る
4）

。

　 ユ ビキ タ ス化を推進す る第二 の 方法 として は
，

著作権法以外の 慣習や 制度 とい っ た ソ フ トロ
ー

の

部分を改善す る こ とが考え られ る 。 特に期 待で き

るの は ， 集中管理 の促進 と，番組の 二 次利用 の場

合の 集中管理 団体使用料規定の 策定 を進め る こ と

で ある 。
こ れ に よ り， 許諾の 交渉 も不要にな り，

使用 料も規定に 基づ い た
一

律の もの となる こ と か

ら，取引費用逓減 と利用者 の 負担限定 に 優れ て い

る 。 また，樺島 （2004）で 指摘 した よ うに ，技

術革新へ の 対応に優れて い る こ とも利点で ある。

　 大 きな法改正が 困 難で あ る こ ともあ っ て ，現

在の と こ ろ，集中管理 の ル ール を整える こ とが ほ

ぼ唯
一

、ユ ビキタス 化 の 達成を期待で きる方 策と

な っ て い る 。
こ れは ， 多くの 関係者の 認識する と

こ ろ で あ り，2005 年 ごろ か ら， 集中管理 に 関連

したさ まざまなル
ー

ル や 団体 の整備が行われ つ つ

あ る。テ レ ビ番組の 二 次利用 に 関す る使用料規定

の 形成 は，2005 年3月の放送局制作テ レ ビ ドラマ

番組を ス トリ
ーム 配信 する場合の

一
年間の 使用料

暫定合意 （日本経済団体連合 会ブ ロ
ー ドバ ン ドコ

ン テ ン ツ 流通研究会 ，
2005 ）を経 て ，2006 年 3

月に， 「放送済ア ーカ イ ブ コ ン テ ン ツ の
“
蔵 出し

ル ール
“
に 関す る権利処理 ワーク フ ロ ー確認書」

（財団法人 マ ル チ メデ ィ ア振興セ ン ター一一，2006a）

とい う，大 まか なル ール が策定され ， 恒常的な使

用料規定が策定され る手前 まで きて い る。こ れ ら

は，い ずれ も対象をス トリーミ ン グに 限定 して い

るが ， ス トリ
ー

ミン グで 実績を示す こ とに よっ て ，

他の 利用形態 もル ール が形成 されて い くと考 えら

れ る u また
， 日本 レ コ ー ド協会 とH本芸能実演家

団体協議会は
， 実演家の 著作隣接権 の 集中管理 を

2006 年 4月よ り行 うと して い る （日本経済新聞 ，

2006a）。

　 しか し，使用料お よび集 中管理 の ル
ー

ル が十

分にi整備 された として も，す ぐに テ レ ビ番組の イ

ン タ
ー

ネ ッ トで の利用 が始ま る とは考 えに くい 。

実際 2005年の 、放送局制作の テ レ ビ ドラ マ を

ブn 一 ドバ ン ド配信す る場合の
一
年間の 使用料暫

定合意 に基づ く番組配信は ，極少数に とどまっ て

い る 。

　 利用 され な い 理 由 として ，
一

般 に ア ウ トサ イ

ダー
問題 と呼ばれ る，集中管理団体 に属 して い な

い ，もしくは属 して い て も態度を留保 して い る権

利者に関連す る問題が ある 。 特 に テ レ ビ番組で は，

実演家の 著作隣接権が問題で、有力な実演家が属

す るマ ネ
ージメ ン ト事務所 を は じめ ， 少なか らぬ

著作隣接権者が 集中管理 団体 に権利を委託 して い

ない 。こ の た め ，
ル ール に従 っ て 使用料規定を支

払っ て も，結局 は，集中管理 団体に所属 して い な

い 著作隣接権者 と
， 改め て 個別 に交渉 を行 い

， 許

諾 を得 なけれ ば番組 の 利用 は で きな い 。さ らに，

マ ネ
ー

ジメ ン ト事務所の なか に は，イ ン ターネ ッ

トで の 利用 に関 して ， 顔写真で す ら， 拒否して い

る と こ ろ もあ る 。 有力な事務所は，現在の 地 ヒ波

テ レ ビ放送の ビジネス ス キ
ーム で

， 十分 な収益 を

上げて い る こ とか ら，新たな ビ ジネ ス で リス クを

冒す必要が な い 。こ の た め，ビジ ネス ス キーム が

確立 して い な い ネ ッ トで の テ レ ビ番組の 利用 を，

許諾 しな い とい う判断を して い るもの と考 えられ

る。

　 こ の よ うな状況 か ら ， 現時点で ，ア ウ トサイ

ダー問題を解決する た め に
， なん らか の行政的な

介入も考 えられ よう。 こ の理由は以下の とお りで
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ある。第
一

に
， 権利処理 の プラ ッ トフ ォ

ーム な未

整備な現在，プラ ッ トフ ォ
ーム の 迅 速な形成を促

す こ とで ある。コ ン テ ン ツ業界内で ， なるべ く例

外な く集中管理団体 に委託する慣行 を つ くる き っ

か け とす る。内藤 （2004 ） も指摘 して い る よう

に
，

コ ン テ ン ツ業界で は，典 型 契約 とい う形 の慣

習が 重要な役割を果たす。一度 ， 慣習が で きれ ば
，

改善する の が 難 し くなる ほ どの 強制力が働 く．

　 第二 に ，ア ウ トサイダーの 得 る利益は ，テ レ

ビ業界の プラ ッ トフ ォ
ーム の フ リ

ー
ライ ド，優越

的地位の 濫用 に よる もの と考 え られ る こ と で あ

る。 利用者が取引費用 をか けて も，ア ウ トサイ ダ

ーの 著作物や 実演 を二 次利用 した い と思 うの は，

番組 に不可欠な重要な役割を果た して い るた めで

ある 。
こ うい っ た地位 （名声）は、これ まで の テ

レ ビ番組で の 活動実績に よ っ て 構築 さ れ た も の で

あ る 。 テ レ ビ業界の プ ラ ッ トフ ォ
ー

ム を活用す る

こ とに より， 重要 な地位 を獲得 して きたの で ある 。

番組に不 可 欠で 取 引必要性が あ る こ とを前提 に ，

許諾を行わ ない ，もし くは許諾交渉 を有利 に進め

る こ とは
， 番組権利者に損害を与えるだ けに と ど

ま らず ， 日本の コ ン テ ン ツ産業全体の 競争力を弱

め る要因 と な っ て い る。

　 第三 に
，

マ ル チ ユ
ー

ス が さ ら に 広が り，複雑

化す る今後の 許諾の あ り方 を考えれ ば，集 中管哩

を前提 とした
， デー

タベ ー
ス に よるオ ン ライ ン 許

諾を積極的 に進め て い く必 要が挙 げられ る。こ の

ような仕組み の 必要性は
， 多 くの 関係者 に共有さ

れ て お り ， 放 送 番組 の 二 次 利 用 に関 し て は ，

2002 年度か ら2005 年度 まで の 間行われた，総務

省権利ク リ ア ラ ン ス 実証実験 シ ス テ ム や ， 放送 番

組の 他番組内で の 部分利用 の際の 権利処 理 を対象

とした， 映像実演権利者合同機構／PRE の 番組部

分利用申請 シ ス テ ム，等が構築され て い る （財団

法人 マ ル チメディ ア振興セ ン ター，2006b）。　 IT

を牛か した 権利処理 シ ス テ ム の 重要性が増 す ほ

ど，ア ウ トサ イダーの 問題は ，相対的に大 きなも

の とな り，シ ス テ ム を構築するス ピー ドと イ ン セ

ン テ ィ ブを減 じて しま う恐れが あ る。著作権等管

理事業者 に権利 を委託 し，
た とえ利川 を拒否す る

場合が あ っ て も，そ の 旨を記 して，デー
タ ペ ー

ス

に権利清報を掲載す る こ とは ，株式 を公開 した も

の が 有価証券報告書の 提 出を求め られ るよ うに ，

コ ン テ ン ツ
・ビジネス に参加す るもの として ，市

場に参加 す るた め の 必 須 の 要件 で あ り， 当然 ， 負

担すべ き費用で ある とい え よう。

　 筆者が 提案す る具体 的な介入 方法は ，優越 的

な地位 に ある ア ウ トサイダーが有利に な る こ とが

な い よ うに，集中管理団体 に権利 を委託 して い る

著作権者 ・著作隣接権者 とア ウ トサイダーが平等

な条件 にな るよ うに，著作物の利用 に 関 して 文化

庁長官が行 う裁定制度を改善する こ とで あ る 。 現

状の 裁 定制度で は ， 利用者が裁定に 中請す る前に
，

著作権者 と連絡する
「相当な努力」 を求め られ る 、

文化庁 は
，   名前か ら の 調査 ，   利用者を通 じ た

調査，  般 又 は 関係者へ の協力要請   専門家

へ の 照会 ，   著作権等管理事業者等へ の 照会，を

「相当な努 力 」 の 例 とし て 示 し て い る （文化庁，

2005 ）。また ，補償金 の額は ，利用者か ら提出 さ

れ る ， 利用方法 ， 補償額に関する情報 などを参考

に ，文化審議会に諮問 して 決定され るが ，
こ れ ら

の 手続 き に 3ヶ 月か か る （文化庁 ，
2006 ）。

　 こ の 努 力義務 を大 幅 に 簡略化 し，認可 され て

い る著作権等管理委託事業者の オ ン ライ ン 上 の デ

ー
タベ ー

ス で 見っ か らなか っ た 場合 に
， 裁定申請

を可能 にす るの で あ る。また，利用 者が 支払 う補

償額は
， そ の分野で最人の シ ェ アを持っ 著作権等

管理委託事業者 の使用 料規定か ら手数料を 引 い た

額 （つ ま り集中管理 団体に 委託 して い る権利者が

受け取 る使用料 と 同額） と して
， 後 日， 権利者 よ

り申請が あ っ た場合 に は ，補償金 か ら文化庁の 手

数料 を引 い た額 を権 利者 に 還付す る こ と とす る

（文化庁 の 手数料の 分だ け ア ウ トサイ ダー
は使用

料が減 る）。著作権等管理事業者に，委託 して い

な い 権利 に 関して は
， 積極的に

， 利用 させ る意思

が な い とみ なし，集 中管理 に 準じた 裁定を行 うの

で ある。

　 こ の 改善 は ，利 用 者の 立場 か ら見 る と ， ア ウ
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トサ イ ダー
と集中管理委託者を事実上，同等に扱

うこ とが で き，著作物の 代替性の 欠如を背景に し

た
， ア ウ トサイ ダー

の 影響力に起因する リス クを

大幅に 減じ る もの と言えよう。権利者か ら見る と，

従来か ら著作権等管理事業者に権利 を委託 して い

る権利者 は，す べ て従来通 りで 影響 を受 けな い 。

しか し， ア ウ トサ イダー
は，委託権利者が著作権

等管理 事業者か らの 定 期的 な使用料振込み と報告

が受 けられる の に 対 して ， 裁定に よ り自らの 権利

が利用 され補償金 が文払わ れ て い るか どうか，文

化庁 へ の定期的な問 い 合わせ と補償金受 け取 り申

請等が必要 とな り，取引費用が増加 す る。こ の た

め，集 中管理へ の参加にイ ン セ ン テ ィ ブを持つ こ

と に な るだ ろ う。
こ の

， 裁定制度 の 改善は ，た と

え数年間で も
，

プ ラ ッ ト フ ォ
ーム の 形成 ， 集 中管

理へ の 委託の 慣習化や デー
タ ベ

ー
ス 化促進， とい

っ た狙 い を達成す る
一
卜分な影響力を持 つ と考 え ら

れ る。こ の た め ，5年程度 の 時限措置も考 え られ

る。放送の み ならず音楽で も見 られ た よ うに，メ

デ ィ ァ 新技術 に関 して 日本 の権利者は ，既存の ビ

ジネス で の 収益を 前提に
，
Christensen （1997 ）

が 言うとこ ろの イ ノ ベ ーシ ョ ン の デ ィ レ ン マ に 陥

り，新技術を使 っ た国際的な競争や消費者 の 利便

性 の 向上を遅延 させ る 可能性が あ る 。
こ の た め，

新 技術 を使 っ た競争 を促進する こ とに よ り，積極

的に国際的なプラ ッ トフ ォ
ーム の形成 を狙 い ，メ

デ ィ ア技術の 変革期 には，政府 もしくは文化庁が

技術変革期を宣言 し，

一時的に
， 実質上すべ て の

著作物を集中管理下 に 置 くこ とが で き る裁定制度

を導入 す る こ とも考え られ よう。

　 こ の 裁定制度 の 改善 を効 果的 に 機能 さ せ る に

は，付随 して ，い くつ か の 制度の改善も必要 とな

る。第
…
に ，著作隣接権 も裁定制度の対象 となる

ように
， 対象を著作権の み に限定して い る67条

の 改正が必要で ある。現在の とこ ろ ， む しろ著作

隣接権 の処理 が 問題 に なる場合が 多 い の で
，

こ れ

は ， ヒ記の ，裁定制度を通 じた集 中管理化促進措

置を行 わな い として も，早急に 改正が 必要に なる

部分で ある 。

　 第二 に ，裁定制度が使用料規定 の 存在 を前提

として い るため、使用料規定の 早期決定 を支援す

る仕組み が望 まれ る 。 使用料規定が泱 まっ て い な

い 場合 ， 通信カ ラオケ と携帯電話着信メ ロ デ ィ で

は，利用者 と権利者が交渉 を行 い っ っ ，先行 して

利用 を 認め
， 使用料規定が 合 意 され た後で ， 遡及

して 使用料を請求 して きた （樺島，2004 ）。しか

し，今回の テ レ ビ番組 の ネ ッ トで の 利用に 関 して

は， 1990 年代後半か ら ビ ジ ネ ス が志 向され て い

た
一

方で ，先行利用が認め られず，その後 10年

か か っ て も，完全 な使用料規定の 整備 に 至 っ て い

な い 。これは，当事者同士 の 交渉の 限界を示 して

い る と言え ， 使用 料規定の 交渉に関 して ，諸外国

の状況や弾力性に基づ い た需要予測 とい っ た 情報

を提供 した り， 最終的 に は裁定を行 う第三者の 役

割は 少 な くな い と考 え られ る。文化庁や政府な ど

が，こ の 役割 を積極的に 担 うか
， それが 困難で あ

れ ばADR 制度を設け る こ とも考え られ よ う。

　 第二 に ，権利処理 交渉の 過程 に 対す る公 IF一取

引委員会 の 監視 を強め る必要が あ る 。 制定制度や ，

放送局制作テ レ ビ ドラ マ 番組を ス トリーム 配信の

使用料暫定合意 ス キ
ーム の 利用者が 少数 に留 ま っ

て い る
・
因は

， そ の後 の ビジネ ス で 周 囲か ら不利

な扱 い を受ける可能性が ある こ とが ある。従来か

ら，有力なマ ネージ メ ン ト事務所 の なか に は
， 有

力実演冢 の 出演 拒否を前提 とした出演者の 抱 き合

わせ とい っ た，優越的地位の濫用に 近い や り方 を

用 い る と こ ろ もある とされ る 。 こ の よ うなや り方

が ル ール 違反で ，権利処理交渉 も監視 されて い る

とい う明確なメ ッ セ ージを政府 は 打ち 出す必 要が

あ る。

　 こ の よ うな付随す る制度 の 改正 を行 えば
， 裁

定制度の 努力義務の 変更 は，か な り，有効に機能

するもの と思わ れ る。

6．おわ りに

　本論文で は，放送用 番組の 二 次 利用，特に イ

ン ターネ ッ トで の 配信に つ い て の 権利処理 の 問題
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学術 論 文
一

放 送 番組 二 次 利 用 の 著作権許諾制度 に 関す る研究

に つ い て論 じた 。

　 こ の 問題 は、政 府をは じめ と して 幅広 く議論

が行われ て い る。文化審議会著作権分科会法制問

題 小 委員 会 （2006 ）の 議 論 や 口本 経 済新 聞

（2006b ）の 記事で は 、
2006 年12月の 著作権法改

正 で 地域限定の IPマ ル チキ ャ ス ト放送 に よる地上

波 デジ タ ル 放送 の 同時再送信 の み に 認め た
、 放送

と同等の 優遇 を、よ り広 い 範囲の通信に適応 す る

こ とが 、放送番組の イ ン タ
ーネ ッ ト配信 の 事業化

の ため の 重要で あ る と考え て い る こ とが 読み取 れ

る n 知的財産戦略本部 （2006 ：101）の 「知 的財

産推進計画 2006 」 で は、放送用番組の 二 次利

用に 関連す る提言 として
「
マ ル チ ユ

ー
ス を想定 し

た契約を普及 し、権利の集中管理 を進め る 」 こ と

が挙 げられて い る 。

　 こ れ に 対 して 、筆者は 、著作権法の 放送優遇

の 法理 か ら考察を進め
、 放送事業者に対す る優遇

措置に は、正当性が な い こ とを明 らか に し、それ

に 変わる、放送 に関連する著作権法 の 新 しい 法理

として 著作物の ユ ビキ タ ス化 を認識す べ き こ とを

示 した 。 また、それ を実現す る方法 として 、 デ
ー

タベ ー
ス に収録され て い ない こ と に よ り申請が 可

能で 、 集中管理団体 の 使用料規定を補償額 の 基準

に設定 し た裁定制度 を、著作隣接権 も含め て 運 営

する こ とを提案 した。 こ れに よ り、ア ウ トサ イダ

ー
に対す る、フ リーラ イ ドの 防 ［［tと集中管理 団体

へ の参加の 、強力なイ ン セ ン テ ィ ブを提供す る こ

とが 可能 に な る。こ れ は、これ まで 漠然 と書かれ

て い た 「集 中管理の 促進」
「権利情報の データベ

ー
ス 化 の促進」 に対 して 、現実性の あ る、極め て

有効 な手段 を提供する もの で ある 。

　 こ の 提案が 容易に 実現 され る と は思われない 。

しか し，さまざまな提案を して い くこ とは
， 社会

科学 に 関わ る者の ，社会 に対す る使命で あ る と，

筆者 は考 えて い る。今後の ，放送の著作物の よ り

よい 流通 の ，さら に は ，口本の コ ン テ ン ッ産業の

発展 と ， 消費者が コ ン テ ン ツ に関 して よ り豊か な

生活が享受で きる ように，議論の
一
助 となれ ば幸

い で あ る。
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注

D 本論文 で は 「製作」 を企画 ・プロ デュ
ース 、「制作亅

を 実 際 に コ ン テ ン ツ を 作 る作業、の 意 味 で 用 い る。

2）IPマ ル チ キ ャ ス ト放送 とは，　 一
般 の イ ン タ

ー
ネ ッ ト

を使用するもの で は な く，ヘ ッ ドエ ン ドと各地域電話

局を結ぶ NTT の IPv6地域IP網 を使 っ て 放送 データ を送

り，各受信世帯 の セ ッ トトッ プボ ッ クス （ケ
ー

ブル TV

等 の データをテ レ ビ 視聴用 に 変換す る装置。以 下STB ＞

で データ を 変 換 して
一般 テ レ ビ用 を見 る とい うケ

ー
ブ

ル テ レ ビ 的な もの で あ る c

3）基幹放送 とは、番組内容で は、教育、教養、報道、

娯楽番組 の 調和 を求 め る総合編成、ハ
ード面で は ユ ニ

バ ー
サ ル サ

ービス 、を併せ 持つ 放送で あ る。法 律 な ど、

公 的な制度に根拠が ある わ けで は なく、放送事業者 自

らが 主 張 した り、郵政大臣の 設置 した 懇談会の 議論 の

な か で
、 出て きた 概念で あ る。詳 し くは、1［i下 （2000）

参 照 の こ と。山下 は、将来的に は 、デ フ ァ ク トス タ ン

ダ
ードに よ り基幹放送 が 決 定 さ れ るだ ろ う、と予 想 し

て い る

4）他 に 、取引費用を低減 し、利用者側 の 取引費用負担

を 限定す る仕組 み と して 、ア メ リカ の 3年権利不行使 に

よ る失効制度 （3年時効制度） が あ る。これを日本 に

導入 す る こ と も検討 して もよ い の か も しれ な い 。詳 し

くは 玉井 （2005＞ を 参 照 の こ と。
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